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 会長・副会長の選任について 
 

   氏     名 

会  長  

副 会 長  

   



 

   資料２ 

〔報告事項〕    

令和５年度 保育所等利用状況 

 

令和５年１１月１日現在 

 

■保育所

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 10人 15人 21人 21人 21人 27人 115人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

保育士 3人 2人 3人 2人 1人 2人 13人

保育員 1人 0人 1人 0人 0人 0人 2人

入所児童 12人 14人 17人 32人 26人 29人 130人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

保育士 2人 3人 2人 3人 2人 2人 14人

保育員 2人 0人 1人 0人 0人 0人 3人

入所児童 22人 29人 38人 53人 47人 56人 245人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

園長（保育士資格）① 2人

保育士 ② 5人 5人 5人 5人 3人 4人 27人

保育士資格保持者数（①+②） 29人

保育員 3人 0人 2人 0人 0人 0人 5人

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 6人 12人 8人 26人

待機児童 0人 0人 0人 0人

保育士（園長含む） 11人

■待機児童数

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

認定児童 28人 41人 46人 53人 47人 56人 271人

入所児童 28人 41人 46人 53人 47人 56人 271人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

施設名 年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 小計

かもめ幼稚園 入所児童 35人 14人 34人 83人

聖園保育園 入所児童 20人 14人 28人 62人

合　計 入所児童 55人 28人 62人 145人

■幼稚園（参考）

小計

■小規模保育事業所

全施設

施設名
６：１

小計

沖見保育園

３０：１

みどり保育園

小計
３０：１

すまい留

11人

６：１
施設名



 
 

   資料３ 

〔報告事項〕  

第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画策定にかかる 

ニーズ調査の実施 
 

１ 第３期子ども子育て計画基礎調査業務について 

本業務は、子ども・子育て支援法に規定される子ども・子育て支援事業計画を

策定するにあたって、留萌市（以下「市」という。）における各種ニーズの調

査、現状と課題の整理、必要となる資料の作成、子ども・子育て会議等の運営支

援などを実施し、需要量の推計等を行い、ニーズ調査報告書にまとめることを目

的とする。 

 

２ ニーズ調査について 

（１）調査について（調査業務委託先：（株）ぎょうせい北海道支社） 

事業計画における需要量の見込みを設定するうえでの基礎資料とするため、住

民の子育て支援に関する生活実態や要望等について、アンケート調査を行い、調

査の集計・分析結果等をとりまとめる。 

ア．調査対象者及び標本数 

①母子手帳交付者     約80票  ②未就学児童の保護者  約570票 

③小学生児童の保護者  約680票  ④小学生・中学生児童    80票 

イ．抽出方法 

市が、住民基本台帳から上記対象世帯を母集団として系統抽出方法により抽

出。 

ウ．調査方法 

郵送配布・郵送回収。 

調査票の設計、調査票の印刷、発送用・返信用封筒の印刷、発送用封筒への封

入・封かん宛名ラベルの貼付を受託者が行い、調査票の発送・回収は市が行う

（発送・回収にかかる経費は市が負担する）。回収率は60％程度を想定。 

エ．調査期間 

令和６年１月～２月（約1か月間） 

オ．報告とりまとめの期限 

令和６年３月末 

 

（２）現状の分析と課題の整理 

（１）の結果及び留萌市子ども・子育て支援事業計画（第３期）の取り組みへの

評価などを整理して、子ども・子育て支援にかかわる現状を分析し、その内容に

基づき市の課題を抽出する。 

 

（３）留萌市子ども・子育て会議の支援 

留萌市子ども・子育て会議（令和５年度第３回）の開催にあたり、会議資料

（原データ）を作成するとともに、必要な助言、会議運営支援を行う。当日は担

当者が適宜オブザーバーとして出席し、必要な対応を行うとともに、討議結果を

その後の作業に反映。 

 



 
 

 

 

（４）需要量の推計・目標量の検討 

（１）の調査結果をもとに、各種事業の需要量の見込みを推計する。また、推計

結果に市の資料などから把握するサービス提供状況や見込量、市の施策意向、子

ども・子育て会議の審議結果などを加味し、各種事業の確保量の検討を支援す

る。 

 

（５）報告書の作成 

（１）～（４）を反映し、ニーズ調査の報告書を作成する。 

 



学校給⾷事業の
⺠間委託化について

留萌市教育委員会
学校給⾷センター

資料 4
４ 情報提供事項

（１）新たな学校給食の検討状況



■現在の市内小中学校の児童生徒数

学校名 児童数

留萌小 ２６５人

東光小 ２０２人

港北小 １０人

潮静小 ５５人

緑丘小 １４７人

児童数計 ６７９人

学校名 生徒数

留萌中 ２３３人

港南中 １３１人

生徒数計 ３６４人

小学校 中学校

合 計 １,０４３人

（R5.4.10現在）

1



■児童生徒数（小中学生）の推移

3,964 

2,561 

1,685 

1,238 

730 

480 
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給⾷センター
建設当時

H3
(1991)

H12
(2000)

H22
(2010)

R2
(2020)

R12
(2030)

R22
(2040)

小学生 2,555 1,660 1,107 788 475 318

中学生 1,409 901 578 450 255 162

計 3,964 2,561 1,685 1,238 730 480

（R１２～推計値 ）

建設から
約30年経過

建設から
約50年経過
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１．学校給食事業の民間委託化

【概要】
〇現在の留萌市学校給⾷センター(H3年供⽤開始)

について、建物･⼟地･調理機器等の⼀式を
⺠間事業者へ有償譲渡し、譲渡収⼊については
学校給⾷センターに係る、国への起債償還、
補助⾦･交付⾦の返還に充てる

〇事業者側は施設に必要な改修を加えた上で
これまで同様に安全で栄養バランスを考えた
あたたかい学校給⾷を提供
（アレルギー対応も可能となる）
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１．学校給食事業の民間委託化

〇さらに⺠間委託化によって⽣じる財政効果額の
活⽤により、給⾷費保護者負担やアレルギー
代替⾷に係る保護者負担の軽減、地元⾷材の
活⽤拡⼤など⼦育て⽀援の充実を図る

4



２．現状･課題
１．給⾷センター施設の⽼朽化
・施設の⻑寿命化に係る経費が必要(約2.9億円)
・引き続き児童⽣徒数の減少が

⾒込まれる中、将来的な全⾯
建替の事業費負担(約23億円)

２．調理員不⾜による調理体制の確保
・慢性的な調理員の不⾜･⽋員により調理業務に苦慮

・⾷材価格や光熱費⾼騰による給⾷費への影響
(保護者負担の増)

３．物価⾼騰に伴う給⾷費への影響

5



２．現状・課題
４．アレルギーを持つ児童⽣徒への対応
・⾷物アレルギーの児童⽣徒へのアレルギー対応
給⾷の提供について、現状の施設･設備、調理員
体制では困難

５．給⾷費の管理徴収業務の軽減
・給⾷費の管理徴収業務における教職員の業務負担
軽減（働き⽅改⾰）

・少⼦化の進⾏による児童⽣徒への給⾷提供数の
減少に伴う地元業者による調理や⾷材調達の減少

６．少⼦化の進⾏よる地元業者への影響

6



３．効 果

１．市の財政負担の軽減
・今後⾒込まれる給⾷センターの⼤規模改修･整備や
将来的な全⾯建替の⾏政負担が事業者側に移⾏

・学校給⾷事業の⺠営化により年間運営経費の
コスト軽減が図られる

・コスト軽減に伴う財政効果額を物価⾼騰に伴なう
給⾷費保護者負担の軽減やアレルギー代替⾷に
係る保護者負担に活⽤する

２．給⾷費保護者負担の軽減
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３．効 果
３．調理体制の安定的確保
・⺠間⾷品製造事業者の製造拠点となる施設として

常時稼働になり、待遇改善にもつながることから
給⾷調理員の安定的確保が図られる

・⺠間事業者が施設整備を⾏い
アレルギー対応設備が設置され
「アレルギー代替⾷」の提供が
可能となる

４．アレルギー対応給⾷の提供が可能

8



３．効 果

・コスト軽減に伴う財政効果額の有効活⽤により、
地元⾷材を活⽤した献⽴を積極的に取り⼊れ、
⼦どもたちが味わうことにより、「地産地消」の
⼤切さと地域を学ぶ⾷育の推進が図られる

５．地元⾷材の活⽤拡⼤

・教職員の働き改⾰として求められている給⾷費
管理徴収の負担軽減についても、給⾷費徴収は
事業者が⾏うことから業務負担の軽減が図られる

６．給⾷費管理徴収に係る学校現場の負担軽減

9



３．効 果
さらに期待される効果として

・栄養教諭と⺠間事業者の連携による豊富で多彩な
献⽴メニューにより、⼦どもたちが喜ぶ学校給⾷
を提供することができ、かつ⾷品ロス（残⾷）の
軽減が期待される。

②⼦どもたちが喜ぶ多彩で豊富なメニュー

①幼稚園等への給⾷提供による⼦育て⽀援
・幼稚園や⾼校などへの給⾷提供に

より、新たなサービス展開による
⼦育て⽀援が図られる。

（7/6 市内幼稚園から「要望書」提出あり）

1０



４．検討状況

現在「学校給⾷事業の⺠営化」については、
教育委員会において審議･検討している段階
であり、広く様々な関係者の皆様の意⾒を
いただくため ｢学校給⾷センター運営委員会｣
への諮問を⾏い、慎重に審議を⾏っていま
す。

現在、学校給⾷センターは、施設の⽼朽化、物価⾼
騰、調理員不⾜、アレルギーを持つ児童⽣徒の対応な
ど、多岐にわたる課題を抱える中、今後も⼦どもたち
にとって安全・安⼼で持続可能な給⾷提供を⽬指した
「学校給⾷事業の⺠営化」を検討しています。

11



   資料５ 

                              

 
留萌市子ども・子育て会議運営要領 

（趣旨） 
第１条 この要領は、留萌市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）の運営に

関して必要な事項を定める。 
（会議の周知） 

第２条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題

を委員に通知するものとする。 
（代理人の出席等） 

第３条 会長は、委員が会議に出席できない場合であって、当該委員からあらかじめ

申し出があったときは、代理人の出席を認めることができる。 
２ 代理人は、会議に出席し、発言することができる。 

３ 代理出席した者には、報酬を支給しないものとする。 

 （会議の公開等） 
第４条 会議は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立的な

審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由があると認

めるときは、会議を非公開とすることができる。 
２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる等、必要な措置

を行うことができる。 
（議事録） 

第５条  会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成するものとする。 

 ⑴ 会議の開催日時及び場所 
⑵ 出席した委員の氏名（代理人が出席した場合は、その旨を含む。） 
⑶ 議事の経過及び概要 
⑷ その他必要な事項 

２ 前項の議事録には、会長が指名した２名の委員が署名するものとする。 
３ 議事録及び配布資料は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平か

つ中立的な審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由

があると認めるときは、議事禄及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることが

できる。 
（専門部会） 

第６条 第２条から第５項までの規定は、専門部会の運営について準用する。この場

合において、「会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み

替えるものとする。 

 
附 則 

 この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 



   資料６ 

 

留萌市子ども・子育て会議委員 （任期：Ｒ５.１１.１～Ｒ７.１０.３１） 

  
※順不同、敬称略 （再）は再任、（新）は新規 

番号 団　　体　　名 役　職 氏　　　名

1
学校法人　旭川カトリック学園
留萌聖園幼稚園

副園長 峨
が

 家
け

　麻 美 子
ま　　み　　こ

 (新）

2 留萌市民生児童委員連絡協議会 会　長 上
うえ

　田
だ

　義
よし

　則
のり

  (再）

3
社会福祉法人
留萌市社会福祉協議会

主 事 鈴
すず

　木
き

　 出
いずる

    (新）

4 留萌市小中学校校長会 潮静小学校長 野
の

  口
くち

  修
しゅう

  一
いち

  (再）

5 留萌市青少年健全育成推進員協議会 推進員 鳴
なる

　海
み

　智
ち

　恵
え

  (新）

6 特定非営利活動法人 留萌スポーツ協会 理事長 伊
い

　端
ばた

　隆
たか

　康
やす

  (新）

7
特定非営利活動法人
ＮＰＯおたすけママくらぶ

理　事 和
い

　泉
ずみ

　美
み

　輪
わ

  (再）

8 社会福祉法人　留萌萌幼会
みどり保育園

園　　長 竹
たけ

　内
うち

　美
み

　和
わ

 (再）

9 学校法人　萌愛学園　かもめ幼稚園 園　長 福
ふく

　士
し

　惠里子
え　　り　　こ

（再）

10 留萌市ＰＴＡ連合会 会　長 加
か

　藤
とう

　健
けん

　太
た

 (再）

11 連合北海道　留萌地区連合会 事務局長 野
の

　呂
ろ

　照
てる

　幸
ゆき

 (再）

12 留萌商工会議所 村
むら

　山
やま

　慧
あき

　星
ら

 (再）

13 公募委員 堀
ほり

　口
くち

　千
ち

　晶
あき

 (再）


